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１．泊発電所の通信連絡設備の概要 

 泊発電所では，以下の通信連絡設備により，発電所内，発電所外との通信連絡を行っている。 

運転指令設備 
（所内通信連絡設備） 

電力保安通信用電話設備 
（社内電話） 

衛星電話 ※１ 

無線連絡設備 

トランシーバ（無線機） 

携行型通話装置 

統合原子力防災ネットワーク
設備（ERSSﾃﾞｰﾀ含む） 

テレビ会議システム 
本 店 

地元自治体 

国 

発電所外との通信先 

中央制御室 

   構 内 
（Ｔ．Ｐ３１ｍ屋外等） 

緊急時対策所 

専用電話設備 

※１：衛星携帯電話を含む 

発電所内での通信先 

発電所の通信連絡設備 

1 
加入電話設備 
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携行型通話装置 

所内常
用電源 

加入電話設備
専用電話設備 

電話 ＦＡＸ 

運転指令設備 

電力保安通信用電話設備 

所内非常
用電源 

統合原子力防災ネットワーク 

テレビ会議 電話 ＦＡＸ 

衛星携帯電話 

トランシーバ 

乾電池も 
使用可能 

専用 
蓄電池 

※１ 

※１，※２ 

※１： 東日本大震災以降配備 
※２： 充電 
※３： 非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 
※４： 代替非常用発電機，可搬型代替電源車，緊急時対 
    策所用非常用発電機 
※５： 設置している建屋が基準地震動に対して，耐震性の 
     確保が期待できないと想定されるため 

衛星電話 

電話  ＦＡＸ  テレビ会議 

通 常 時 全交流電源喪失 重 大 事 故 

加入電話設備
専用電話設備 

電話 ＦＡＸ 
通信事業者
より受電 

携行型通話装置 

衛星携帯電話 

トランシーバ 

【緊急時対策所待機設備】 

所内常
用電源 

２．事故時に使用可能な通信連絡設備 

※１ 

※３ 

通信事業者
より受電 

衛星電話 

電話  ＦＡＸ  テレビ会議 

通信用 
蓄電池 

● 泊発電所では，全交流電源喪失時においても，代替電源設備や蓄電池等により電源供給が可能と 
  なっており，必要な箇所と連絡が可能となっている。 
● 重大事故時においても，確実に必要な箇所と連絡が可能となっている。 

無線連絡設備 
送受信機 

テレビ会議 
システム 

携行型通話装置 

運転指令設備 

電力保安通信用電話設備 

所内非常 
用電源 

統合原子力防災ネットワーク 

テレビ会議 電話 ＦＡＸ 

衛星携帯電話 

トランシーバ 

乾電池も 
使用可能 

専用 
蓄電池 

衛星電話 

電話  ＦＡＸ  テレビ会議 

所内常
用電源 

※４ 

通信用 
蓄電池 

無線連絡設備 
送受信機 

テレビ会議 
システム 

運転指令設備 

電力保安通信用電話設備 

統合原子力防災ネットワーク 

テレビ会議 電話 ＦＡＸ 

無線連絡設備 
送受信機 

テレビ会議 
システム 

所内非常
用電源 

専用 
蓄電池 

通信用 
蓄電池 

※１，※２ 

※１，※２ 

※１，※２ ※１，※２ 

※１，※２ 

※１，※２ 

※１，※２ 

※１ ※１ 

※５ 

耐
震
性
を
有
す
る
建
屋
に
設
置 

代替電源
設備 

※３ 

代替電源
設備 

代替電源
設備 

※４ 

※３ 

※４ 

 
 
 

一部の設
備が使用
不可  
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３．運転指令設備（所内通信連絡設備） 

 運転指令設備（所内通信連絡設備）からの指令は， 警報機能を有する送受話器（ハンドセットステー
ション）を使用し，発電所各所に配置するスピーカから行う設備となっている。 

 ハンドセットステーションは，発電所内には中央制御室の他，主要通路及び主要な保守エリアに設置し，
中央制御室及び発電所内各所との相互の連絡が可能としている。 

 運転指令設備（所内通信連絡設備）のスピーカは，緊急時対策所，中央制御室の他，主要通路，屋外，
階段及び保守エリアにいる運転員，保修員へ指示が届く位置に配置している。 

 運転指令設備（所内通信連絡設備）は，所内常用電源，所内非常用電源より受電し，これらの電源が喪
失しても約２時間使用可能な専用蓄電池を配備している。 

運転指令設備（所内通信連絡設備） 

スピーカ ハンドセットステーション 
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４．電力保安通信用電話設備（社内電話）「発電所内・発電所外（本店）への連絡」 

 発電所内の通信連絡のため，電力保安通信用回線を用いる携帯電話端末（無線系回線）及び固定電話
（有線系回線）を発電所内各所に配置し，中央制御室及び発電所内各所との相互の連絡が可能な設計
としている。 

 発電所と発電所外の社内関係箇所との相互の連絡を行うため，電力保安通信用電話設備（社内電話）
を用いた携帯電話端末（無線系回線），固定電話（有線系回線），ＦＡＸ（有線系回線）を中央制御
室，緊急時対策所等に設置している。 

電力保安通信用電話設備（社内電話） 

固定電話 携帯電話端末 ＦＡＸ 
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 電力保安通信用電話設備は，電話交換機から固定電話（有線系回線）と無線基地局を接続し，別に配置
した携帯電話端末（無線系回線）を使用することにより，通信連絡を可能としている。 

 固定電話と無線基地局は，電話交換機より，配線を通して受電する。携帯電話端末は，充電式で連続通
話約６時間可能となっている。 

 電話交換機は，通常は所内常用電源より受電するが，非常時には通信用蓄電池より受電し，約３６時間
連続受電可能。なお，所内非常用電源または代替電源設備，小型発電機からも受電可能となっている。 

４．電力保安通信用電話設備（社内電話） 「発電所内への連絡」 

 電力保安通信用電話設備（社内電話）イメージ 

電話交換機 
配線盤 

固定電話 

固定電話 

固定電話 

携帯電話端末 

携帯電話端末 

無線基地局 

無線基地局 

無線基地局 

携帯電話端末 

代替電源設備・小型発電機 

所内非常用電源 

通信用
蓄電池 

所内常用電源 
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４．電力保安通信用電話設備（社内電話）「発電所外（本店）への連絡」 

 電力保安通信用回線は，当社が独自に構築する専用の通信回線であり，泊発電所，本店間の通信を行う
際には，多重無線系回線，有線系（光ファイバー）回線及び衛星系回線で構成することにより，通信方
式の多様性を確保している。 

電力保安通信用電話設備（社内電話）の泊発電所，本店間回線の多様性 

●多重無線系回線 

●有線系（光ファイバー）回線 

●衛星系回線 

無線鉄塔 無線鉄塔 

送電線鉄塔等 送電線鉄塔等 

衛星アンテナ 衛星アンテナ 

泊発電所 本 店 
(札幌) 

    有線系（光ファイバー）回線 

多重無線系回線 
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泊発電所 

 衛星電話（衛星携帯電話含む）は，通信事業者が提供する衛星回線を用いて，発電所内外の連絡に使
用可能となっている。 

 衛星電話の回線を使用して，所外との情報連絡のためにＦＡＸの送受信やテレビ会議システムの利用
も可能としている。 

 衛星携帯電話は，充電式で連続通話約４時間，連続待受で約３０時間使用可能となっている。 

 衛星電話は，通常時は所内常用電源から受電し，所内非常用電源及び代替電源設備からも受電可能と
なっている。（中央制御室用には，充電池を交換） 

５．衛星電話（衛星携帯電話含む） 

 衛星電話のイメージ 

衛星携帯電話 
 
 
 
 
 
 

衛星電話 
 
 
 
 
 
 

T.P 31m等屋外 

泊発電所内 

中央制御室 緊急時対策所 

衛星電話 衛星電話 

衛星携帯電話 

本 店 
(札幌) 

衛星電話端末 屋外設置アンテナ 
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 発電所の屋外で行う作業において，保修員が相互に連絡を行うため，トランシーバ（無線機）を緊急時
対策所に配備している。 

 トランシーバ（無線機）の電源は，単３乾電池または単３充電池１本で，連続約３０時間使用可能と
なっている。通信可能距離は，約１～２kmである。 

６．トランシーバ（無線機） 

 トランシーバ（無線機）のイメージ 

トランシーバ
（無線機） 

トランシーバ
（無線機） 

トランシーバ
（無線機） 

トランシーバ（無線機） 
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 発電所内において，中央制御室の運転員，所内で作業に従事する運転員が相互に連絡を行うため，乾電
池または充電池を電源とした携行型通話装置を配備する。 

 携行型通話装置は，利用時に有線ケーブルを現場まで引き回した後，連絡を行う。 

 携行型通話装置は，単３乾電池または単３充電池４本で，連続約９０時間使用可能となっている。 

   通信可能距離は，約１０kmである。 

７．携行型通話装置 

 携行型通話装置のイメージ 

携行型通話装置 

携行型通話装置 

携行型通話装置 

携行型通話装置間は， 
有線接続する。 

携行型通話装置 
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 緊急時対策所と放射能観測車との情報連絡を行うため，無線連絡設備を配備している。 

 車載の無線機は，車両より受電している。 

 

８．無線連絡設備（放射能観測車での利用） 

 無線連絡設備のイメージ 

車載の無線機 

管理事務所 

アンテナ 

１号機 ２号機 

３号機 

放射能観測車 

管理事務所 

T.P 
10.3m 

送受信機 
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 専用電話設備は，一般的にいうホットラインのことであり，緊急時においても，回線が輻輳することな
く使用できる専用の電話，ＦＡＸである。 

 専用電話設備は，通信連絡を円滑に行うため，緊急時対策所及び中央制御室に合わせて８回線（オフサ
イトセンター向け，地元自治体向けに各１回線）を設置している。 

 加入電話設備（携帯電話含む）は，通信事業者の加入電話サービスであり，所外必要箇所との通信連絡
を行うため，設置している。 

９．専用電話設備，加入電話設備 

 専用電話設備，加入電話設備 

加入電話設備 専用電話設備 
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管理事務所 

緊急時対策所 

３号原子炉建屋 

中央制御室 

総合管理事務所 

衛星電話 

衛星電話 

電力保安通信用
電話設備 衛星携帯電話 

携行型通話装置 
 
 
 
 
 
 

トランシーバ 
 
 
 
 
 
 

衛星携帯電話 
 
 
 
 
 
 

トランシーバ 

運転指令設備（所内通信連絡設備） 
 
 
 
 
 
 

電話交換機 

電話交換機 

携行型通話装置 

携行型通話装置 

通信事業者の通信回線 

１号原子炉補助建屋 ３号原子炉補助建屋 

電力保安通信用
電話設備 

電力保安通信用回線（有線系回線） 
電力保安通信用回線 
（有線系回線） 

携行型通話装置 

配線盤 

配線盤 

T.P 31.0m 

電力保安通信用電話設備 
 
 
 
 
 
 
携帯電話端末 固定電話 

１０．泊発電所内における通信連絡設備利用のイメージ 

運転指令設備
（所内通信連
絡設備） 運転指令設備

（所内通信連
絡設備） 

運転指令設備
（所内通信連絡

設備） 

衛星電話 
 
 
 
 
 
 

衛星電話端末 屋外設置アンテナ 

電力保安通信
用電話設備 

電力保安通信用回線 
（多重無線系回線）へ 

電力保安通信用
電話設備 

加入電話設備
専用電話設備 

固定電話 

管理事務所 

運転指令設備 
（所内通信連絡設備） 
スピーカ 

運転指令設備 
（所内通信連絡設備） 
スピーカ 

運転指令設備 
（所内通信連絡設備） 
スピーカ 

スピーカ 
ハンドセット 
ステーション 

T.P 10.3m 

電話交換機 

無線連絡設備 
送受信機 

加入電話設備
専用電話設備 

通信事業者の通信回線 

運転指令設備 
（所内通信連絡設備） 
スピーカ 
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凡例 
 
 
 
 
 
 
 
 

泊発電所 

 

ﾓﾃﾞﾑ 

電話交換機 

（衛星） 

 

ﾓﾃﾞﾑ 

衛星設備 

固定電話機 

多重無線設備 

本店 

衛星設備 

電話交換機 

固定電話 

FAX 

（２経路） 

（２経路） 

（１経路） 

衛星系回線 
多重無線系回線 
有線系回線 
通信連絡の流れ 
通信連絡（バックアップ１） 
通信連絡（バックアップ２） 

電力保安通信用回線 

FAX 

固定電話 

 
有 
線 
系 
回 
線 
 

光ﾙｰﾌﾟ装置 光ﾙｰﾌﾟ装置 

多重無線設備 

多重無線設備 

多重無線設備 

衛 
星 
系 
回 
線 

１１．電力保安通信用回線を経由する社内通信の概要 

携帯電話端末 
無線基地局 

無線基地局 
携帯電話端末 

多 
重 
無 
線 
系 
回 
線 
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１２．統合原子力防災ネットワーク概要 

ＪＮＥＳデータセンター（東京） 

 

泊発電所１，２号機建屋 

地元自治体 

原子力規制庁 

 

 

 

ＥＲＳＳデータ 
収集サーバ 

本 店 

 

ＥＲＳＳ伝送 
サーバ 

有
線
系
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
通
信
事
業
者
回
線
） 

データ伝送の流れ 通信連絡の流れ 

データ伝送の流れ（バックアップ） 通信連絡の流れ（バックアップ） 

テレビ会議 

固定電話 

ＦＡＸ 

テレビ会議 

固定電話 

ＦＡＸ 

テレビ会議 

固定電話 

ＦＡＸ 

テレビ会議 

固定電話 

ＦＡＸ 

 統合原子力防災ネットワーク概要図 

衛星系回線 

緊急時対策所 



泊発電所 本  店 

原子力規制庁等 

衛星系回線 

 
有線系回線 

 

１３．テレビ会議システムの多様性に関して 

 テレビ会議システムは，テレビ会議システム（社内）及び統合原子力防災ネットワークの，テレビ会議
システムそれぞれで多様化を実現している。 

15 

社内テレビ会議 
 
 
 
 
 

統合原子力防災ネットワーク 
テレビ会議 
 
 
 
 
 

 
衛星系回線 

 

有線系回線 
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主要設備（「」内は使用回線） 台  数 電源設備，連続利用時間 

 運転指令設備（所内通信 

連絡設備） 

 「有線系回線」 

 「無線系回線」 

 

○運転指令設備（所内通 

  信連絡設備）送受話器 

  (ﾊﾝﾄﾞｾｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ) 

１９１台 

 ・３号機 現場    １８３台 

 ・中央制御室       ４台 

 ・緊急時対策所     ４台   

            

○運転指令設備 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・専用蓄電池(約２時間使用可能) 

   

○運転指令設備（所内通 

  信連絡設備）スピーカ 
          － 

 電力保安通信用電話設備 

 （社内電話） 

 「有線系回線」 

 「無線系回線」 

 「衛星系回線」 

○電話設備 

 ・携帯電話端末 

 ・固定電話 

 ・電話交換機 

 携帯電話端末：   約１６００台 

 （泊発電所内） 

 固定電話       ：    約４００台 

 （泊発電所内） 

 

○携帯電話端末 

 ・連続通話で約６時間使用可能 

（所内常用電源及び所内非常用電

源より，充電可能） 

○固定電話 

 ・電話交換機より給電 

○電話交換機 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・通信用蓄電池(約３６時間使用可能) 

 ・代替電源設備・小型発電機 

 衛星電話設備（衛星携帯 

 電話含む） 

 ｢衛星系回線｣ 

○衛星電話 ５台 

 

 ・緊急時対策所         ４台 

 ・中央制御室            １台 

○緊急時対策所 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

○中央制御室 

 ・所内常用電源 

 ・蓄電池より給電。連続通話で約３時 

  間使用可能 

【参考１】 通信連絡設備の一覧（１／４）（発電所内用通信連絡設備） 
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主要設備（「」内は使用回線） 台  数 電源設備，連続利用時間 

 衛星電話設備（衛星携帯 

 電話含む） 

 ｢衛星系回線｣ 

 

○衛星携帯電話      １６台（1.2.3号機共用） ○衛星携帯電話  

 ・充電池より給電 

 ・連続通話で約４時間使用可能 

（所内常用電源，所内非常用電源

及び代替電源設備より充電可能） 

 

 トランシーバ（無線機） 

 「無線系回線」 

○トランシーバ １０台（1.2.3号機共用） 

  

  

○トランシーバ（無線機） 

 ・単３乾電池又は単３充電池１本  

（連続通話で約３０時間使用可能） 

 ※予備の乾電池は，３号機中央制御

室，緊急時対策所及び１・２号機

原子炉補助建屋T.P32.8m（非管

理区域）エリアに保管 

 携行型通話装置 

 「有線系回線」 

○ノーベルホン ２０台（1.2.3号機共用） 

  

○ノーベルホン 

 ・単３乾電池又は単３蓄電池 

  ４本（連続約９０時間使用可能） 

 ※予備の乾電池は，３号機中央制御

室，緊急時対策所及び１・２号機

原子炉補助建屋T.P32.8m（非管

理区域）エリアに保管 

 無線連絡設備 

 「無線系回線」 

 

○無線機  放射能観測車      1台 ○放射能観測車車載無線機 

 ・車両の蓄電池より受電 

○緊急時対策所の送受信機 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

 ・通信用蓄電池(約３６時間使用可能) 

【参考１】 通信連絡設備の一覧（２／４）（発電所内用通信連絡設備） 
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主要設備（「」内は使用回線） 台  数 電源設備，連続利用時間 

 統合原子力防災ネット

ワーク設備 

 「有線系回線」 

 「衛星系回線」 

○固定電話  緊急時対策所        ６台 

・４台（有線系） 

 ・２台（衛星系）      

 

○固定電話、ＦＡＸ、テレビ会議シ 

 ステム  

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

 

○ＦＡＸ 

 

 

 緊急時対策所           ３台 

 ・２台（有線系） 

 ・１台（衛星系） 

 

○テレビ会議システム  緊急時対策所        １台 

 電力保安通信用電話設備 

 （社内電話） 

 「発電所内と同じ」 

○電話設備 

 ・携帯電話端末 

 ・固定電話 

 ・電話交換機 

 

 発電所内と同じ  発電所内と同じ 

○ＦＡＸ ２台 

 ・中央制御室        １台 

 ・緊急時対策所     １台 

 

 

○ＦＡＸ 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

 

 

【参考１】 通信連絡設備の一覧（３／４）（発電所外通信連絡設備） 
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主要設備（「」内は使用回線） 台  数 電源設備，連続利用時間 

 衛星電話設備（衛星携帯電 

 話含む） 

 ｢発電所内と同じ｣ 

 

○衛星電話  発電所内と同じ  発電所内と同じ 

○衛星携帯電話  発電所内と同じ    発電所内と同じ 

 加入電話設備 

 ｢有線系回線｣ 

○加入電話 

 

○携帯電話 

○テレビ会議システム 

 （社内） 

 

 緊急時対策所     ２台 

 （災害時優先接続サービス１台） 

                             ５０台                   

 緊急時対策所     １台 

○加入電話 

 通信事業者の電話交換機より給電 

○テレビ会議システム（社内） 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

 専用電話設備 

 ｢有線系回線｣ 

○直通電話 

 （通信連絡用） 

 緊急時対策所  

 ・電話 ７台    ＦＡＸ ７台 

 ・電話/FAX   ７回線 [自治体等] 

 

 中央制御室 

 ・電話 １台 

 ・電話       １回線 [自治体] 

 

○直通電話（通信連絡用） 

 ・所内常用電源 

 ・所内非常用電源 

 ・代替電源設備 

【参考１】 通信連絡設備の一覧（４／４）（発電所外通信連絡設備） 
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【参考２】通信連絡設備の設置許可基準への適合性（１） 

設置許可基準 設計方針 基準適合性の説明 

「通信連絡設備の多様性については新規

要求事項」 

（通信連絡設備） 

第三十五条 

 工場等には，設計基準事故が発生した 

場合において工場等内の人に対し必要な 

指示ができるよう，警報装置（安全施設に 

属するものに限る。）及び多様性を確保し 

た通信連絡設備（安全施設に属するもの 

に限る。）を設けなければならない。  

 

【同規則の解釈】 

第３５条（通信連絡設備） 

１ 第１項に規定する「通信連絡設備」とは，

原子炉制御室等から人が立ち入る可能

性のある原子炉建屋，タービン建屋等

の建屋内外各所の者への操作，作業又

は退避の指示等の連絡を，ブザー鳴動

等により行うことができる装置及び音声

により行うことができる設備をいう。 

 

運転指令設備は，中央制御室及

びその他建屋内外の各所に送受話

器を設置し，事故時に迅速な連絡を

可能にするとともに，中央制御室か

ら各所に的確に指示及び警報を発信

することができる。 

 所内必要箇所の間の通信連絡設 

備として，設計基準事故時に活用す

る運転指令設備（有線系回線・無線

系回線）に加え，電力保安通信用電

話設備（（社内電話）（有線系回線，

無線系回線）），衛星電話（衛星系回

線）等を設け，多様性を備えた設備と

する。 

さらに，放射能観測車（１号，２号

及び３号共用）に対する無線連絡設

備を備える設計とする。 

 

 

 

発電所内必要箇所との通信連絡設備としては，設

計基準事故が発生した場合，中央制御室等から各建

屋内外の人への操作，作業又は退避指示等を行うこ

とができる運転指令設備，電力保安通信用電話設備

等を配備し，多様性を備えた設計としている。 

具体的には，以下の設備を設置した。 

 

○運転指令設備（所内通信連絡設備） 

  発電所内には中央制御室の他，主要通路及び主 

  要な保守エリアに警報機能を有するハンドセットス 

  テーション（有線系回線・無線系回線），スピーカを 

  設け，中央制御室及び発電所内各所との相互の 

  連絡が可能である。 

 

○トランシーバ（無線機） 

  発電所内において，屋外で行う作業に従事する保 

  修員が相互に連絡を行うため，乾電池または充電 

  池を電源としたトランシーバ（無線機）を緊急時対 

  策所に配備した。 

 

○携行型通話装置 

発電所内において，中央制御室の運転員と所内で 

  作業に従事する運転員が相互に連絡を行うため， 

  乾電池または充電池を電源とした携行型通話装置 

  を中央制御室付近の所定の場所に配備した。 
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【参考２】通信連絡設備の設置許可基準への適合性（２） 

設置許可基準 設計方針 基準適合性の説明 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの所内必要箇所への通信

連絡設備は，非常用所内電源または

無停電電源により接続し，外部電源

が期待できない場合でも可能な設計

とする。 

 

 

 

○無線連絡設備 

  緊急時対策所と放射能観測車との情報連絡を行う 

  ため，無線連絡設備を配備した。 

 

○電力保安通信用電話設備（社内電話） 

  発電所内の通信連絡のため，電力保安通信用回線 

  を用いる携帯電話端末（無線系回線），固定電話（ 

  有線系回線）及びＦＡＸ（有線系回線）を発電所内に

配置し，中央制御室及び発電所内外との相互の連

絡が可能である。 

 

○衛星電話（衛星携帯電話含む） 

発電所内の通信連絡のため，衛星系回線を用いる 

衛星電話及び衛星携帯電話を緊急時対策所及び中

央制御室に配備した。 

 

○発電所内の通信連絡設備は，所内非常用電源また

は充電池等に接続している。 
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【参考２】通信連絡設備の設置許可基準への適合性（３） 

設置許可基準 設計方針 基準適合性の説明 

「新規要求事項」 

２ 工場等には，設計基準事故が発生し 

た場合において発電用原子炉施設外

の通信連絡をする必要がある場所と

通信連絡ができるよう，多様性を確保

した専用通信回線を設けなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

【同規則の解釈】   「新規要求事項」 

２ 第２項に規定する「通信連絡する必要 

がある場所と通信連絡ができる」とは，

所外必要箇所への事故の発生等に係

る連絡を音声により行うことができる

通信連絡設備，及び所内（原子炉制

御室等）から所外の緊急時対策支援

システム（ERSS）等へ必要なデータを

伝送できる設備を常時使用できること

をいう。 

 

              

 

 

 

発電所と所外必要箇所との通信連

絡用として，発電所には電力保安通

信用電話設備（（社内電話）（有線系

(光ファイバー）回線，衛星系回線，多

重無線系回線)（１号，２号及び３号炉

共用）)，通信事業者が提供する回線

（有線系回線，衛星系回線）を設ける。 

また，緊急時対策支援システム

（ERSS）へのデータ伝送設備（SPDS）

に用いる通信回線として，通信事業

者が提供する統合原子力防災ネット

ワーク専用回線（有線系回線及び衛

星系回線）を設置する。 

 

 

設計基準事故が発生した場合において，発電所外

の通信連絡を必要とする場所への連絡を音声等によ

り行うため，以下の通信連絡設備を配備する設計とし

ている。 具体的には，以下の設備を設置した。 

 

○電力保安通信用電話設備（社内電話） 

発電所内と発電所外の社内関係箇所との相互の連 

絡を行うため，多様性（有線系回線，衛星系回線及

び多重無線系回線）を確保した専用の電力保安通

信用回線を経由した電力保安通信用電話設備(社

内電話)を設置した。 

    

○統合原子力防災ネットワーク専用連絡設備 （ERSS

含む） 

 ・発電所，国及び本店との相互の連絡を行うため，通 

信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク

専用回線を用いた通信連絡用の固定電話，ＦＡＸ及

びテレビ会議システムを緊急時対策所に設置した。 

 ・統合原子力防災ネットワーク専用回線は，有線系回 

線及び衛星系回線で構成することにより，通信方式

の多様性を確保している。 

 ・ＥＲＳＳへのデータ伝送回線は，通信事業者が提供

する統合原子力防災ネットワーク専用回線（有線系

回線及び衛星系回線）により構築し多様性を確保し

ている。 
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【参考２】通信連絡設備の設置許可基準への適合性（４） 

設置許可基準 設計方針 基準適合性の説明 

「新規要求事項」 

３ 第２項に規定する「多様性を確保した 

専用通信回線」とは，衛星専用IP 電

話等，又は発電用原子炉設置者が独

自に構築する専用の通信回線若しく

は電気通信事業者が提供する特定

顧客専用の通信回線等，輻輳等によ

る制限を受けることなく使用できると

ともに，通信方式の多様性（ケーブル

及び無線等）を備えた構成の回線を

いう。 

 

 

 

 

 

 

「新規要求事項」 

４ 第３５条において，通信連絡設備等に 

ついては，非常用所内電源系又は無

停電電源に接続し，外部電源が期待

できない場合でも動作可能でなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの所外必要箇所への

通信連絡設備は，非常用所内

電源または無停電電源により接

続し，外部電源が期待できない

場合でも可能な設計とする。 

 

 

○衛星電話（衛星携帯電話含む） 

発電所内外の通信連絡のため，衛星系回線を用いる衛星

電話及び衛星携帯電話を緊急時対策所及び中央制御室に

配備した。 

 

○専用電話設備 

発電所と地元自治体等との相互の連絡を円滑に行うため， 

加入電話，衛星電話とは別に，通信事業者が提供する有線

系回線を用いた専用電話設備を緊急時対策所に設置した。 

 

○加入電話 

発電所内と所外関係箇所との相互の連絡を円滑に行うため，

テレビ会議システム，災害時優先加入電話，ＦＡＸを緊急時

対策所に設置した。 

 

 

○発電所外への通信連絡設備は，所内非常用電源または充

電池等に接続している。 
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設置許可基準 設計方針 基準適合性の説明 

「新規要求事項」 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第六十二条 

発電用原子炉施設には，重大事故等

が発生した場合において当該発電用原子

炉施設の内外の通信連絡をする必要のあ

る場所と通信連絡を行うために必要な設

備を設けなければならない。  

 

 

 

【同規則の解釈】    「新規要求事項」 

第６２条（通信連絡を行うために必要な設

備） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施

設の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うために必要な設

備」とは，以下に掲げる措置又はこれと

同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

ａ）通信連絡設備は，代替電源設備（電

池等の予備電源設備を含む。）から

の給電を可能とすること。 

 

 

重大事故が発生した場

合に，原子力発電所内外

の必要な箇所と連絡する

ためのトランシーバ（無線

機），携行型通話装置，衛

星電話等の通信連絡設備

を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（技術基準規則７７条及び

解釈も同義） 

 

 

重大事故等が発生した場合において，発電所内外の通信

連絡をする必要がある場所と通信連絡を行うために，必要な

設備を設置している。 

具体的には以下の設備を設置した。 このほか，第３５条通

信連絡設備の基準適合性の説明で記載した通信連絡設備の

設置，及び所内非常用電源等からも給電を可能としている。 

 

○衛星電話（衛星携帯電話含む） 

  設置許可基準３５条の基準適合性の説明と同じ。 

 

○トランシーバ（無線機） 

  設置許可基準３５条の基準適合性の説明と同じ。 

 

○携行型通話装置 

   設置許可基準３５条の基準適合性の説明と同じ。 

 

○統合原子力防災ネットワーク専用連絡設備（ＥＲＳＳデータ 

含む）  

   設置許可基準３５条の基準適合性の説明と同じ。 

 

○通信連絡設備は，代替電源設備からの給電を可能としてい

る。 

【参考２】通信連絡設備の設置許可基準への適合性（５） 


